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　Abstract : The reduction in the quantity of labor available to forestry has been a topic of sub-
stantialinerest. This articleestimates the regional factors affecting the rate of variation in the labor
force, by multiple linear regression methods, using cross-sectiondata (precture). The interesting
findings are that those in forestry work are responsive to the wage-level and local labor market
of ｎｏｎ･forestryand non-farm sections, in the pattern these factors accelerate to take up side jobs
and check the labor migration from forestry or from十their residences十and that only the response
to male younger labor force is not dramatic.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま　え　が　き
　1960年代におけるわか国経済の高度成長は，顕著な山村人口流出現象を呼起したが，これと並行
して現われたいわゆる燃料革命が薪炭生産を停滞させたことなどと相まって，林業就業者の就業離
脱さらには居住地離脱を促進させた。この研究は，こうした林業就業人口の変動を，職業間移動お
よび地域間移動を含めた労働移動の側面からと｡らえ，変動の規制要因と規制態様を多変量解析の手
法を借りて解明しようとするものである。
　一般的にみて，農山村からの人口流出を含めた高度成長の影響は西日本から漸次東日本へと移行
しているようであるが，林業就業人□の減少についても同様の傾向が認められ，等しく後進地域と
されていても東西の位置を異にすれば変動の様相か違っているといった現象に着目し，今回の分析
は，移動の類別をとわず，林業からの就業離脱が，地域的な条件水準にどのように反応し七いるか
という問題の計量的解明を中心的な狙いとする。
　なお，この研究にあたっては，森林計測学研究室岩神正朗講師，太田耕一,ヽ関美千子の諸君の援
助を受けた６記して深謝する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分　析　方　法
　具体的な分析手順の概要は，まず林業就業人口の時系列変動状態を表わすものを被説明変量と
しぶそれに影響を与え，変動を規制すると判断される要因量を説明変ｍ群として，それらの間の数
学的規定関係を重回帰模型の推定を通じて求め，ついで各要因の作用力を決定係数の推定により求
める形をとる。
　回帰模型をどのような型にするかということについては，基本的あるいは理論的には／説明変量
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の作用力が，それら水準の上昇にともなっててい減し，一定の漸近限界をもつと考えられるところ
から, Cobb-Douglas関数のようなものをあてるべきであるといえる。しかしながら，坂本1）の分
析では線型重回帰模型がかなり良好に適合している。林業就業人口の変動についてはこれ以外の分
析はなされていないが，この人口変動は第一次産業から他産業への職業間移勁，および地域間移動
を内容としていることから，こういった点に類似性をもっておりごかづこれまでやや数多くなされ
てきた農山村人口移動あるいは農業および農家人口移動に関する計量経済学的研究の結果を通覧し，
てみる必要がある。これらの中では，昼間農村人口の地域間移動に関して吉田2Jが指数関数模型を
用いているほかは，児玉3）の農業就業者変動に関する模型. Diehl*' の農業，非農業間移勁模型，
Winkelmann^'の脱農業模型，Schｕh6）雇用労働力変勁模型，その他TyrchiewiczとSchｕh7），
Bryant"等の試みにおいていずれも線型が用いられている。したがって，これらのことから判断す
れば，現象的には線型模型で十分な説明がなされうるといえ，ここでは線型重回帰模型を採用する。
　またここでは地域分析の形式をとることとし，単位地域の入り変動に対する地域の諸条件水準の
影響を問題にする。これらの条件は住居区域，労働区域，自由移勁可能区域等変量の性質とかかわ
りをもって変化する区域の条件を指すわけ了あるか，これらの区域はさい然と決めがたいので，す
べての変量を都道府県単位観測値に統一して，横断分析を試みることとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　●，　模　型　と　変　量　　　　●
　地域林業就業人口の変動は，長期林業出稼ぎ現象などにみられるような単なる地域間移動によっ
てもひき起されるが，問題としている年代の変動は，第１表に'もみられるとおり，総体において減
少方向にあることから，主として職業間移動によって生じたものであるといえる。林業就業者の職
業移勁は，林業から農業へと向う型があることを除けば，基本的には農業と商工業間の移動に類似
した性質をもつはずである。そこで農業労働力の移動要因に関する諸説を検討してみる。
　労働移動理論の原型としては，梅村9Jによっても整理されているように，賃金説と就業機会説と
かおる。前者は移動理論としては伝統的，古典的なものに属し√Marshal"'などによっていわれた
ように，移動現象を労働力供給側の賃金に対する弾力性という概念ですべて処理し，各種職業間に
おける人口分布の動きの中で，賃金の均衡化がなされるとするものであり，所得差が人口移動の第
一義的動機であるとするScheffeｒd1.1)などによって継承されている。賃金差だけを移動の動機とす
ることは労働力の完全移動性を前提とするもので;完全競争の現実性が否定されるならば，その他
の移動障壁，動機か考慮されなければならない。このようなことから，労働力の相対価格と労働移
動を同時的に支配する他の要因が求められることとなった。すなわちI Schｕltｚ12)は，農業からの
労働力移勁は農業所得が低落しても加速炭化しないことから，エ業の拡張力濃業からの人口流出を
決定するという考え方に立ち，就業機会の変動か労‾働移動をもたらすとした。このような就業機会
説は多くの研究者によって継承されてきた。しかしなFから，賃金泌が完全雇用期には現実性をも
ち，逆に失業率の高い期間には就業機会説の説明力が高まることをBishop"'　が計測，解明して
いるし，これら両説の総合化の試みが，梅村14)児玉15)らによぷてなされていることからみて
も，賃金ないしは所得，就業機会といった条件は労働移動の有力要因と考えざるをえない。
　これらの要因は，林業就業人口の変動にも原則的にはそのままあてはめか可能であろうか，細か
くいえば，林業就業人口は，いわゆる農家林業にみられる家族労作型経営に従事するものと賃金労
働者か多数を占めるわけであるから，後者は賃金差，就業機会にかなり鋭敏に反応すると考えられ
るのに対して，前者はその中の二，三男についてはさきど同様の反応態様を示すにしても，業主
は，むしろ世帯所得水準に反応するはずであり，林業就業人口印分割が困難な状況のもとでは，こ
れらを並列的に要因としてとり上げざるをえなくなる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ
　　　　　　　　　　　林業就業離脱の多変iχ1解析　（I）　　　　　　（坂本）　　　　　　　　　　，45
jさてここで，これまでの検討結果をふまえて，都道府県単位横断観測資料という制約に対応する
具体的な回帰模型の構成を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　。。
・
　まず被説明変量である林業就業人口時系列変化については，これまでの分析16）において指摘し
たように，林業就業者の職業，地域移動性向か年令，家における地位および役割によって異なるだ
けでなく，非農林側の労働需要も，性および年令によって相違かあることを考慮しなければならな
い。また，これは説明変量にも共通するこ｡とであるか，資料が各都道府県を部分母集団とし，それ
ぞれからト圖づつとられた標本値によって構成される形式をとらざるをえず，これに絶対量をあて
れば，部分母集団の大きさにばらつきがあることから，各観測値の重みが均一ではなくなる。それ
ゆえ，被説明変量としては就業人口の基準年次に対する比を用いる方が安全であり，かつ回帰関係
の均一性も向上すると考えられる。したがって，被説明変量は性および年令階層ごと就業人口比と
し, Ysa is:男女，α：年令階層）で表わす。
　説明変量については，本来は　ｎαのそれぞれに対応して変えるべきものも含まれるはずである
が，資料制約から分離観測の可能性に乏しく，今回は狗αのすべてに対して共通の一値を与える
形で定める。また,･林業就業人口の供給側との対応および離脱，移動人口の需要側との対応が正確
には把握できないので，これらの側との移勁要因の水準隔差を用いることも避ける。このような立
場から変量選択を行なえばつぎのとおりとなる。
・まず，林業就業者自身の所得に類するものが考えられるか，これは林産物販売所得と林業労働賃
金とによって構成され，それらと就業との対応関係は前者が稀薄であるとはいえ変量として必要で
ある。ただ，主業としての度合いが高いほど，また業主的立場が強いほど戸当｡り額が要因として意
味をもってくるし，二，三男的立場においては人当り額の重要性が増すはずであるが，これら二つ
を同時に回帰式に含ませること,は，線型重合を避ける必要上困難なことである。したがってここで
は,･家計における所得というもの,の重みを重視して，戸当り林業所得X1をとり上げる。゛
　第二にに林業就業者の析出基盤は一般的に農家とされており，農業所得の額は，林業就業者かそ
の地に居住し，その就業を続けるかどうかにかかわりをもっている。これはまた同時に林業就業者
が就業を離脱して，当而は潜在的失業のような形であるにしても，農業に還流定着する可能性の程
度を規定するものであろう。これについても林業所得と同様の問題か含まれるが，林業労働力の析
出と還流基盤の強さという意味を重視して，戸当り農業所得X2を使用する。
　第三に，これらの所得を産みだした農林地に関する要因が必要である。これが単に生産手段であ
るにとどまるならば，林業に関しては投入と産出の間に時間差かおることから若干の問題を残すに
しても，ほとんど所得によって就業に関する作用は代替されうる。　しかし児玉17J　の指摘にもある
ようにこれらの資産額には安定化作用があり，不時の換金や老後の就業場所などに関する生活保
障，土地自体の価値増殖，目的としての財産保有などのために所得を犠牲にしての林業就業あるい
は農業還流作用か，業主的立場にある者についてより強く期待できるといえる。またこれとは逆の
効果としてその換金性が移住を伴なう職業移動を促すことが想定され，いずれにしてもこういった
作用に対応する変量を必要としており，戸当り林地価額X3および耕地価額X4を加える。
　ところで前述のように林業における就業離脱が現象として現われるまでの過程においては，原因
の発生に対する現象の遅延とともに，安定化作用によって一時的な所得変動およびある程度の所得
減少に対しては離脱が抑制されることがありえる。このような所得の移動に対する効果を相乗的に
補強あるいは抑制するものとして，第四に地域林業の発展の度合，可能性に関する長期的要因を加
える必要かあろう。こ,こに，まず人工林率X5を用いる。観念的には林業所得と人工林率とは櫓似
た意味をもつが，林業先進地は別として，多くを占める後進地においてはたとえ人工林率が高くて
も利用林令に達せず，現在的な所得に対して，実現の確立が高い将来所得源として人工林が機能す
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るはずである。ついで，より遠い将来の所得可能性を表わし，前者とともに安定化作用を有し，か
つ将来的な意味も含めて林業就業の可能性を表わす指標として林業就業者当り森林面秋を想定し，
変量としては林業就業機会X6を採用してみる。
　第五に，林業就業機会とは若干意味を異にするが，耕地経営面積の広狭は，農業所得のもつ作用
の一側面と同様に，林業から農業への労働移動の難易に関係をもつと考えられる。ただ戸当り所得
との重合を排除するため，および農業の人口扶養力を端的に表わすために，X6と同様に農業就業
者当り耕地経営面積という形でX7を加える。
　以上のX1からX7までの変量は林業就業者自身の条件あるいはいわば居住地域の条件であり，
地域移動を伴なう本質的職業移勁を働きかける以下の要因に対しては供給側の要因として類別でき
る性質のものである。そこで，以上｡の変faと対応する性質のもめとして，つぎに林業就業労働力に
対する他部門の条件いわぱ需要側条件に関するものを考慮しなければならない。
　すぐ前に供給側の就業機会がとり上げられている関係上，まず林業離脱労働力柴受入れる側の労
働力収容，扶養能力に関するものを考える。この労働力は非農林部門において主として賃労働者と
なるわけであるから，労働移動の先決条件として，本章前論に述べたとおり，非農林賃労働力収容
機会の多さが問題となる。この意味において非農林就業機会X8として，総人口に対する非農林事
業所労働人口の比を対応させる。
　職業移勁のもう一つの要因である脱林業労働力需要側の賃金に関する変量は，これら労働力がど
のような職業に移動可能であるかによって定まる。林業就業者の変勁は，新規労働力の補充状況と
既就業者の移動状況とに規定される。前者は企業の常用労働者として就業することか可能であるか
ら，これに対する変動要因としての変量は企業の常用労働者賃金をあてるべきであり，これをX9
とする。後者については高令化するほど常用労働者として就職しにくく，かつ扶養家族数の増加に
伴なって移動費用と心理的阻止条件か高まる関係上，移動範囲か狭まり，職業選択の供給側条件も
悪化し，臨時的，雑役的労働につくことが多いといえるから，これに対する変量としては，人夫賃
金をXloとしてあてる。
　これら三変量はいずれも山村住民にとっては地方労働力市場に関するものであり，これを変量と
して選んだ共通の理由は，転職先が在村通勤圏内であったり，近辺への出稼ぎであったり，あるい
は近距離の移住を伴なうような場合は，旧環境と新環境との差が小さくかつ生地への愛着からくる
移住，転職に関する抵抗か少なく，移動費用も少額であり，さらには市場に関する情報がいわば生
の私的な形でえられることなどから，短期的要因という形でとくに地方市場条件が相対的に大きな
作用力をもつと想定したことである。
　その他つけ加えるべき要因の一つは，人口集積の程皮である。山村すなわち労働力供給側におい
ては過疎化が進行し，人口減少とともに医療，教育，日常生活条件は悪化の道をたどり，山村での
居住，就業が妨げられている。また人口集積度の上昇は，都市的生活との接触度ひいては山村民へ
の情報量に関連している。一方都市側においては過密にまで集積が逆行した段階では‥とくに工業
労働力の受入れか抑制される。このように作用としては排反的二面性をもっており，変量としての
妥当性を危惧しながらも，人口集積度を人口密度によって表わし，X11として用いる。
　いま一つは，国有林が閉鎖的な雇用形態をとっていることからくる国有林における労働人口の安
定性が，」兆有林における林業労働移動の大きさを説明しにくくするI危険を回避する操作か必要であ
り，これに対応する調整変量として所有形態，具体的には国有率兄2を最後に加える。
　これらの変量によって構成される単一回帰構造棋型はつぎのとおりである。
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　変量の観測結果を集約表示したものが第１表であり，資料出所も同表に併記しておく。変量観測
年次については，1‰は1960年を基母とし, 1965年人ロの比を用いるため，これら両年度の観測値
を用いる。 Ｘ，は, 1965年までの５年間の人口移動原因か1960年に発生し，移動に現象するまでに
時間的遅延かおるものと仮定しており, 1960年観測値を用いる。これらはいずれも資料制約による
ものである。狗αの分類については，これが男女別に５才階層区分して観測されており，その階層
ごと分散を測定し，変動の類似した層をまとめて分類した結果
　ｊ：１（男), 2 (女）
　α:1 (15才～29才), 2 (30才～54才), 3 (55才～）
の組合された６変量となっている。
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第２表　内　部　相　関　係 数
-
系
-
X3 X4 X5 X6 X7 石 x9 ’
l　Xio
-
χ11 χ12
X1
×2
×3
×4
×5
×6
×7
×8
×9
χ10
χ11 .
χ12
－0.28 　0.38
－0.04
－0.36
　0.61
　0.02
－0.10
－0.10
－0.20
－0.05
－0.30
　0.42
　0.22
　0.17
－0.28
－0.19
　0.62
-0.11
　0.32
-0.27
　0.37
ニ0.29
-0.13
－0.10
　0.13
-0.06
　0.02
　0.06
－0.25
-0.21
－0.13
－0.06
　0.20
　0.08
－0.01
　0.63
－0.42
　0.07
-0.18
　0.19
　0.13
　0.05
　0.24
　0.68
　0.72
－0.43
－0.14
－0.14
　0.29
　0.29
－0.15
－0.09
　0.68
　0.56
　0.57
　0.01
　0.68
　0.09
　0.43
-0.32
　0.24
　0.51
-0. 32
－0.47
-0.25
-0.29
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　つぎに模型の母数計測段階で強度の線型重合が生じることを回避するための手段として，内部相
関を推定したが,･結果は第２表のとおりである。
　’これによればX9とXloとの間の相関係数値がとくに高く，これらを同一模型に含ませること
は若干危険であると判断して，つぎのような計測模型を構成することとした。
yｓａ=eo十聊ふ（i:,1, 2………･7･ 8･ lo･ 11.･!2j）.
y5a =βo十Σ臥ｘｔ　（i:1，2………，8,1’ 9， 11, 12)
???????
??
?? ?
　なお，X5とX12は比率であるが，観測値の平均が50％から遠いかけ離れを生じないであろうと
予想し，正規分布資料とみなして処理を行なう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回　帰　結　果　　　　，づ　　　　　　　　　　　，
　(2),(3)の計測模型について回帰推定を行なったが，その結果は第３表に示すとおりである。･
　また，労働移勁に対する各変量の作用効果を推定するために，じっさいめ自]帰計算過程において
は説明変数を1'～11個を含むあらゆる変量組合せ計測模型を作り，変且を追加していく形で演算を
行なったが，これらの組合せの中で重合度のもっとも少ないと思われる回帰式について，変量追加
による決定係数の増分を算出し，これを各変量について表わしたものを第４表として示す。
　なおこれらの計算はHitac 3010 により行なった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　第３－１表　回　帰　結　果ト
二 βoＳβ0 j1Sβ1 j，5β2 ふSh
j，
‘Sβ4
β5
Sβ5
ﾙ，
‘Sβ6
　ﾙ，
･ S^^
j，
Sβ8
flio
Sβ10
沁
Sβ11
漏
Sβ12
尺
田
　１
(男)
　　　1
(15～29)
　　**
0.331
0.120
-0.216
　0.225
-0: 000
0.664
0.303
0.382
0.167
0.769
　　　＋0.209
0.160
0.076
0.128
0.041
0.165
-0. 328
　0.561
-0. 201
　0.623
0.408
0.396
　　　＊
0.427
0.187
　　**0.657
　　2
(30～54)
　　**
0. 546
0.180
　　　　＊
-0. 748
　0.337
-0. 034
　0.995
0.698
0.573
0.329
1.153
0. 192
0.240
　　　十十
一0.371
　0.192
0.243
0.247
-0.160
　0.841
0.450
0.934
0.275
0.594
　　　＊
0.677
0.280
　　**0.689
　3
（55～）
　　　＊
0.320
0.156
　　　十十
一0.515
　0.291
1-0. 385
　0.858
　　++0.853
0.495
0.186
0.895
0.193
0.207
-0. 196
　0.166
｀　　++　0.384
　0.213
-0. 604
　0.726
0.933
0.806
0.013
0.513
　　十十〇.413
0.241
　　**
0.607
　２
(女)
　　1
(15～29)
0.181
0.111
-0. 099
　0.207
-0. 371
　0.612
0.333
0.352
0.624
0.710
0.189
0.147
-0. 096
　0.118
　　　＊
0.310
0.152
　　　++
-0. 696
　0.518
　　十十〇.802
0.575
　　　＊
0.863
0.366
　　　＊
0.366
0.172
　　**0.736
　　　２　ヅ
(30～54)
-0.183
　0L 143
-2.210
　0. 266
-0. 790
　0.787
　　　φ0.605
0.453
0.592
0.911
0.237
0.189
　　　　＊
-0. 331
　0.152
I　**
0.910
0.195
I　　＊
-1. 642
　0.665
　　　＊
1.725
0.739
　　　＋0.746
0.470
　　**0.622
0.221
　　**0.826
　3
（55～）
-0. 077
　0.140
　　　　＋
-0. 356
　0.262
　　　＊
-1.880
　0.775
　　　＋0.665
0.446
-1.119
　0.898
　　　今+
･0.373
0.186
　　　　＊
-0. 371
　0.150
　　**1.278
0.192
　　　++-1.194
　0.655
　　　＊
1.807
0.727
　　　＊
1.130
0.463
　　**0.635
0.218
　　**0.879
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二 βo‘Sβ0 j1Sβ1 β2Sβ2
函
ββ3
β4
5β4
β5
SβS
　μ
’･Sβ6
β7
Ｓ恥
β8
S8
j
1，
‘Sβ10
垣
5β11
糾
･Sβ12
こZご
　沢一
一
　　**
0.686
(2)
　１
(男)
　　1
(15～29)
　　　＋0.223
0.177
-0.166
　0.220
-0. 095
　0.645
0. 277
0.369
0.197
0.742
0. 168
0.153
0.082
0.121
-0. 039
　0.166
-0. 740
　0.573
0.479
0.358
0.347
0.375
　　**
0.500
0.179
　2
(30～54)
　　**0.615
0.175
　　　＋
-0. 537
　0.331
-0. 435
　0.970
0.548
0.555
0.367
1.116
0.100
0.231
　　　　＋
-0. 291
　0.181
0.006
0.249
-1.279
　0.861
　　**1.722
0.538
0.210
0.564
　　**0.847
0.269
　40.712
　3
（55～）
　　**0.624
0.143
　　　十十
一0.346
　0.134
-0.701
　0.793
0.716
0.454
0.178
0.913
0.155
0.189
-0. 107
　0.148
･0.239
0.204
　　　++
-1. 223
　0.704
　　**1.239
0.441
0.045
0.462
　　　＊
0.486
0.219
　　**0.684
　２
(女)
　1
(15～19)
0.052
0.098
0.045
0.186
-0. 641
　0.543
0.216
0.311
0.617
0.625
0.157
0.129
-0. 020
　0.102
　　　十〇.187
0.140
　　　＊
-1.221
　0.482
　　**
1.056
0.302
　　**
､0.891
0.316
　　**0.428
0.151
　　　**
.0.802
　　2
(30～54)
　　　＊
0.388
0.144
-0.051
　0.273
　　　十
一1.085
　､0.798
0.450
0.457
0.529
0.919
0.253
0.190
-0.211
　0.149
　　**
0.839
0.205
　　　　＊
-1.823
　0.709
　　　＊
0.972
0.443
　　++
0.901
0.465
　　　＊
0.600
0.221
　、**0.823
　3
（55～）
　　**0.514
0.169
-0.174
　0.322
　　　　火
-2. 219
　0.941
0.493
0.539
-1.180
　1.083
　　++0.381
0.224
　　　＋-0.241
　0.176
　　**1.184
0.242
　　　++
-1.482
　0.836
　　　＊
1.153
0.523
　　　＊
1.283
0.548
　　＊0.628
0.261
　　**0.817
注）　＊＊:99％～，＊:95％～，゛゛:90％～，゛＝80％～レいずれも有意水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　第4,表　寄　　与　　率 単位：％
ヤノド X1 X2 X3 X4 X5 X6 Ｘ? X8 X9 χ10 χll
-
χ12
　１
(男)
1 (15～29）
2 (30～54）
3 (55～）
2.5
2.6
6.5
0.0
7.8
7.4
0.1
2.1
3.3
0.0
6.0
0.2
2.3
5.2
1.2
1.1
6.5
0.9
5.0
2.2
12.1
5.6
7.2
9.2
1.9
3.4
0.2
　5.7
24.1
11.5
6.5
4.0
1.0
　9.9
18.8
12.4
　２
(女)
1 (15～29）
2（30～54）
3 (55～）
2.4
8.4
4.8
2.1
0.8
3.5
0.3
0.5
0.7
1.0
1.1
4.4
1.6
1.3
2.4
0.3
3.8
3.5
4.8
12.1
20.5
12.2
11.8
1□
0.0
2.5
1.3
14.0
5.2
9.1
■13.8
　7.6
10.0
15.3
17.4
12.7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考　　　察
　第３表および第４表の計測，分析結果をもとに，まず各変量それぞれの移動性向に対する作用
力，態様を検討し，ついで賃金的要因と就業機会的要因の効果についての総合的分析を行ない，最
後に模型の適合性について検討する。
　１．各変ｍの作用
　林業所得：いずれの模型においても男子中高令層を除いて回帰係数の有意性は低いものの，いず
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れも負値を示しており，その作用は就業離脱に促進的であろう。回帰係数からみる限り，林業依存
度の高い地域の男子中高令層は離脱性向か高いようであるが，これは季節的な林業出稼などの伝統
が林業労働にあり，本来的に少なくとも土地への定若性の低かった層が，製炭の不振等の影響をも
うけて移動することを反映しているものと考えられ，林業就業機会の狭まりを媒介としているので
はないかと考えられる。このことは，与寄率において，比較的基幹労働力となりにくい男子高，女
子中高令層の値が高いことからも裏づけされよう。男女ともとくに若令層においては，回帰係数
値，寄与率ともに低く，恐らく戸当り所得という変量には反応しがたく，農山村における若令労働
力の一般的な流動傾向に影響を与えるほどの林業所得水準あるいは機会差の存在が山村にはないと
いえよう。これらの結果からみて，林業所得は少なくとも中高令眉においては無視はできない変量
である。
　農業所得：回帰係数は林業所得と同様にいずれも負値を示し，年令め高まりとともに大きな値を
とっているが，高い年令の女子で有意性が認められているにすぎない。これら二変量の間の相関係
数は有意であるから，山村性を迂回的に表現していることは否定しきれないが，高令とくに女子に
おける有意度の高さは，林業所得の作用態様との相違をみせており，補助的な農業との兼業度の高
い労働力の離脱に関係してい｡るのではあるまいか。｡もっとも中高令層における寄与率は男子におい
てやや高く，さきの推察との関連において，林業から農業へＱ労働力の回帰か地域移動の困難な階
眉に生じているものと考えられる。こういった憲味において若令層を除く階層の要因とすべきであ
ろう○／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　'　●■■
　林地価額：回帰係数の低水準有意性か高年令層に認められ，傾向としては年令の上昇に伴なって
離脱に対する抑制作用か高まるよう｡である。寄与率によっても極め七低水準ながら同様の増加傾向
が認められよう。しかしながら，この水準の低さからみて，林地資産維持性向は就業とはかなり独
立的であり，林業の財産保持的性格が反映しているのかも知れず，要因性に乏しい。･
　農地価額：回帰係数に有意性は認められず，寄与率も低い。寄与率水準は林地価額と大差はない
が，これか男子において高かったのと逆の影響傾向および，男子基幹労働力への特異な作用がある
かに察せられる。　これは，林地価額とは若干異なり，農業で基幹的役割を果たしている層および
地域移動性向の乏しい眉に対する安定化作用とも受けとれるが，この段階では要因性が薄弱であ
る。
　人工林率：模型間の安定性にやや欠けるが，年令の高い女子に対して若干有意な反応が認められ
るものの，性別年令別性向は抽出しがたい。寄与率からみれぱ，男子中令層だけは相対的要因性が
高いかに察せられる。いずれにしても，今日的所得，就業機会としての意味か薄い指標は，要囚と
して一般的には重要ではないように思われる。
　林業就業機会：人工林率と相似た作用態様ではあるが，模型(1)においては女子中高令層に回帰係
数の有意性か認められ. (2)においても否定されてはいない。男子中令眉においても若干は認められ
る。これは，林業先進地における伐採，造林，後進地における拡大造林等の実行を反映し，杖型構
成段階で想定したこととは異なり，男子高令に反応しない点を疑問としながらも，また寄与率は余
り高くはないものの，移動性向の乏しい眉に反応が認定されることから，供給側の就業機会として
適切なものであろう。
　農業就業機会：回帰係数有意性か女子および男子高令眉にあること，高令化するほど，および女
子において高度の有意性を示すこと，寄与率においても男子高令眉で＼196,女子においてはさらに
これを上まわって21％程度となっていることなどから，高令化するほど，また女子に対するほど強
く作用する要因であることか察せられる。ただ，男子基幹労働力に対する寄与率は特異に低位であ
る。係数はいずれも正値で，これらのことから，専従的，基幹的林業就業者を除く，補助的，兼業
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的階層が，析出基盤の人口収容力，安定ｲﾋ作用を媒介として林業に就業することを物語っているの
ではなかろうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご　　二●
　非農林就業機会：模型によって若干の差はあるが，回帰係数は，とくに女子に対して有意であ
　り，すべて負値をとり，男子中高令層もやや反応することがいえる。寄与率は男子よりも女子が高
　く，男子が若令層から順に６～９％であるのに対して，女子では逆傾向の12～11％を示している。
　このことから，女子においては地域内に非農林就業機会があればとくに若い層から林業離脱を行な
　うという移動性向を，かなり決定的に指摘できる,。こ･れに対して男子の反応は，とくに若令層が鈍
　く，地域内他業種への就業形態は余り顕著では汝い。もっとも全般的にこれの要因性は相対的比は
低くないものと察せられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¨
　常用労働者賃金：とくに層別作用傾向は認めるに至ら゛ないが，女子だけに回帰係数の有意性があ
る。寄与率は一般に低位ながら，女子の反応が地域内他職種の就労条件に対して存在することがい
える。さきの要因と併せて，女子の地域移動範助力体用労働者となって移住する段階で狭いことに
対応するものといえるであろう。係数符号の正値は在村通動にも対応するであろう。
　人夫賃金：男子若令層の回帰係数の有意性が低水準であるととを除いてすべてがかなり高い有意
性を示す。寄与率も男子中令24％を最高に女子若令，男子高令各層が続く。恐ら｡くこれは挙家離村
を伴わないですむ程度の高い職業への移動誘因，しかも係数が正値で林業就業促進的であることか
ら，在村兼業を成立させる条件として，安定化条件を重視せざるをえない層ほど強くこれに規制さ
れる結果であろう。そういった意味で，必ずしもこの要因は需要側の条件に対応するものとはいい
きれず，供給側の林業就業条件づくり作用をも認めるべきであろう。　いずれにしても要因性は高
いｏ
　人口集積度:･女子に対して影響の有意性が認められ，全休｀と｡し七正値の回帰係数右とる゛かに集せ
られ，林業就業促進的に作用するようである。寄与率は女子で14,～8名であるの｡に対して男子では
若令層７％を最高に高令層の｡1％へと低い水準にあ岑。どれ忙ついてもI脱林業豪誘発すｊという当
　　　　　LF　　　　Φ　　　　　　i●　　　　　　　　　　　　　　al●●1　:●，　　｡・　゛　　，　≒I.,･lｓ･１」
･初の予想の一面とは逆の結果であるか，女子に対する影響度が大であるところから卜都市化の山村
への浸透が山村め居住条件の低落を食いとめるという形でノ移勁抵抗の大きい后に作用七ているも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　･ゝ　　　ｆ
のと考えられる。このことは，林業所得などの項で述べた山’村性，人口稀薄性が離脱を促進すると
いう想定を根拠づけるものであろう。非農林就業機会とは階層に対する作用方向か寄与率において
も逆であるから，かなりこれとは独立的に生活環境要因としてご=とくに女子層に対応ざせなければ
なら窓い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　゛’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　’;　。●　　　　　　　’
　所有形態：全休に対してほとんどこ様な大きさで正の方向,に有意な作用をもたらしていることが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　●t・烈められ，その寄与率も10～ヽ19％ときわめて大きい。これは予想どおり，国有林雇用労働ｍの安定
性が民有とくに私有林からの‘労働力,め流出を木きく祖殺してい藻からにほかならない。いずれに,し
ても供給側条件としての要因性は高い。　　　　　　　　，イ　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９　　　　　　　　同　　÷　ゝ定数項：模型間の安定性に欠けるが，いずれも有意であり,‥しかも正値をとる。砂定的にはいえ
ないが，高令層ほど高い値であるかに読みとれ，基本的な労働移動抵抗値が，就業人口比の30～60
％程度もあるということは，山村労働力の主として地域固定性の高いことに対応するであろう。・
　　２．模型の適合性
　予備計測の段階できわめて低かった重相関係数値が，このような６階化によってO,6～0.9程度に
まで上昇したことは，林業就業者の移動性向が，年令，性別によってきわめて異なる態様を示すこ
とに対応している。またこれによれば，全体を通じて人夫賃金を含む（2）の模型の適合度が良好であ
り，とくに女子に対する適合性にはかなり満足すべきものかある。男子の場合の適合度が若干低
く，模型（2）においても0.7程度,の係数ｲ直にとどまっていることは，女子に比べて男子が地域内部条
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件ではなく，外部条件により多く反応する範囲の広い移動性向をもっていることによるであろう。
このことは，とくに男子若年層が，変ｍ別にみれば内部条件にはほとんど無関心に労働移動を行な
っていることからも明らかである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま　　と　　め　　　　　　1゛
　以上を総括すれば，男子の若い階層は地域内部条件によって規定される移動性向には乏しいのに
対して，中高令層とくに女子層においては内部条件に左右される程度か高いといえる。また非談林
部門の賃金，就業機会の水準が高まれば脱林業が促進されるという形ではなく，これらの高まりか
逆に兼業化の促進，農林業外所得の上昇という形で生活基盤を強化し，山村への林業労働力定着を
もたらすという性向が認められ，加えて女子においては，林業労働力析出基盤である農業の人口扶
養力いかんが問題とされよう。女子において認められる非農林就業機会に反応しての職業移動も在
村の形であり，恐らく一家における兼業化を肯定する方向のものであろう。しかしながら，林業自
体にかかわる｡条件は移動に対しては余り大きな影響を与えないようである。また一般的に労働移勁
に対する林業就業者の抵抗は大きい。
　規制態様については，現象説明という意味においては線型を適合させることで一応の満足がえら
れるであろう。
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